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研究成果の概要（和文）：本研究は、レイヤー戦略論の展開を目的にするものであった。レイヤー（構造）と
は、階層構造を持つ製品・サービスあるいは産業構造を差す概念であり、レイヤー戦略論は情報通信技術
（ICT）進展によるデジタルコンテンツ流通や端末機器のコモディティ化等が促進する産業構造の変化および事
業者間協働形態の変化を捉えるものとして構想されている。本研究は、決済ビジネス、ゲームビジネス、デジタ
ル系ハードウェア製品、地域情報化に関する事例研究によって進められた。全体として、プラットフォーム戦略
とエコシステム論の一定の統合が進められた。

研究成果の概要（英文）：This research has aimed to develop the layer strategy theory. Layer is a 
concept that refers to a product / service or industrial structure with a hierarchical structure, 
and the layer strategy theory is designed to capture changes in the industrial structure and changes
 though collaboration among business operators promoted by digital content distribution and the 
commoditization of terminal devices due to the advancement of information and communication 
technology (ICT). The research has been mainly conducted by case studies on payment business, game 
business, digital hardware products for consumers, and regional community computerization. By the 
research, an integration of platform strategy and ecosystem theory has been tried.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
レイヤー戦略論は、20世紀および21世紀初頭の経営戦略論であるバリューチェーン論、プラットフォーム論、エ
コシステム論の統合を試みるものである。学術的には、本研究は、日本人研究者による独創的な理論構築を発展
させるものである。同時に、アメリカ経営学におけるモジュラー戦略論、2-sided プラットフォーム論とエコシ
ステム論を吸収することでグローバルに通用する理論を確立、発信していくものである。実務的には、レイヤー
という視点を持って、複数種類の製品・サービスおよび事業プロセスの相互依存関係を鳥瞰した分析と設計を用
いた方策の策定を目指すものであり、日本産業の今後の発展に貢献するものである。



 

 
１．研究開始当初の背景 
 当時（2011 年）、プラットフォーム論とエコシステム論は、未だ別々に理論化が進んでいる
状況であった。しかし、具体的な製品やサービスの現場では、両者の概念の融合が進んでいた。
そこで、理論的にも両者の融合を図ることが求められていた。 
 
２．研究の目的 
 そこで、以下を目的とする研究を行うことにした。① バリューチェーン戦略論、モジュラー

戦略論、プラットフォーム論とエコシステム論の整理とレイヤー戦略論への統合、② レイヤー

構造に着目した上での、産業構造および事業者間協働形態の変容分析、③ レイヤー戦略論の発

展による、従来産業分野における新規事業への示唆、および従来の製品・サービスへのレイヤ

ー戦略的認識への示唆。 
 
３．研究の方法 
 研究は理論研究と事例研究を並行的に進めることにした。後者は、日本企業だけでなくアメ
リカ企業も対象にし、積極的にインタビュー取材を行った。 
 
４．研究成果 
あらゆる産業におけるデジタル化が急速に進展してきた。デジタル技術の高度化および低価

格化（コモディティ化）に伴い、実世界あるいは物理的世界の製品のサービス化が急速に進展
してきている。例えば、Uber や Airbnb といったシェアリングエコノミーを具現化するプラッ
トフォームビジネスの振興は、自動車産業あるいは不動産産業の構造変化をもたらしている。 
本研究の基本的立場は、デジタル化による産業構造変化はあらゆる産業分野において早かれ

遅かれ起きるものであり、過去および現在の事象の定性的理解と定量的把握、さらに近未来の
予測のためには従来のプラットフォーム論のみの枠組みでは不十分であり、デジタル技術を活
用して指数的に成長する組織を論じるために、エコシステム論との統合化を図る枠組みが必要
であるというものであった。 
本研究を通じて、当初の目的である「プラットフォーム論とエコシステム論の統合化」を達

成しつつあり、その成果は、日本語論文および英語で行われた研究発表で発信された。 
特に、決済ビジネス、ゲームビジネス、デジタル系ハードウェア製品、地域情報化に関する

事例研究が進んだ。全体として、プラットフォーム戦略とエコシステム論の一定の統合が進ん
だと考える。 
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